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少子化対策推進基本方針

少子化社会対策大綱

（2005 年度～ 09（平成 21）年度）

＋

子ども・子育て応援プラン

次世代育成支援対策推進法

新しい少子化対策について

エンゼルプラン
4 大臣（文・厚・労・建）合意

（1995（平成 7）年度～ 1999 年度）

緊急保育対策等 5か年事業
3 大臣（大・厚・自）合意

少子化対策推進関係閣僚会議決定

6 大臣（大・文・厚・労・建・自）合意
（2000（平成 12）年度～ 04 年度）

仕事と子育ての両立支援等の方針
（待機児童ゼロ作戦等）

2001.7.6 閣議決定

少子化社会対策基本法
2003.9.1 施行

少子化対策プラスワン
厚生労働省まとめ

2004.12.24 少子化社会対策会議決定

2006.6.20 少子化社会対策会議決定

2004.6.4 閣議決定

新エンゼルプラン

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章
仕事と生活の調和推進のための行動指針

「新待機児童ゼロ作戦」について

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略
2007.12.27 少子化社会対策会議決定

子ども・子育てビジョン
2010.1.29　閣議決定

待機児童解消「先取り」プロジェクト

子ども・子育て新システム検討会議
2010.1.29　少子化社会対策会議決定

子ども・子育て新システムの基本制度について
2012.3.2　少子化社会対策会議決定

子ども・子育て新システムの基本制度案要綱
2010.6.29　少子化社会対策会議決定

子ども・子育て新システムに関する
中間とりまとめについて

2011.7.29　少子化社会対策会議決定

2012.3.30　閣議決定　子ども・子育て新システム関連3法案を国会に提出

子ども・子育て支援法案

総合こども園法案

子ども・子育て支援法及び総合こども園法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律案

2012.8.10　法案修正等を経て子ども・子育て関連 3 法が可決・成立（2012.8.22　公布）

子ども・子育て支援法

地方公共団体、企業
等における行動計画
の策定・実施

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に
関する法律の一部を改正する法律
（3党合意に基づき総合こども園法案に代えて議員立法で提出）

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律
の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

少子化危機突破のための
緊急対策

待機児童解消加速化プラン
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